
 

 
 

 

株式会社帝国データバンクは、新卒社員の初任給について企業へアンケートを行い、その結果（レポート）を公表しました。

今号は、このレポートからの抜粋です。（詳細は帝国データバンクのHPで https://www.tdb.co.jp/report/economic/20250214-startingsalary2025/） 

※アンケート期間は2025年2月7日～12日、有効回答企業数は1,519社（インターネット調査） 
 

１. 企業の7割が初任給を引き上げ、平均引き上げ額は9,114円 

2025年4月入社の新卒社員に支給する初任給を前年度から改定したかどうか尋ねたところ、初任給の引き上げ有無を回答

した企業のうち、「引き上げる」企業の割合は71.0％と7割に達した。一方で、「引き上げない」は29.0％だった。 

引き上げ額は、「1万～2万円未満」と回答した企業が41.3%で最も高く、平均額は9,114円だった。 
 

２. 初任給を引き上げる中小企業の割合高まる、「小規模企業」は全体を8.8ポイント下回る 

「初任給を引き上げる」と回答した企業の割合を規模別にみると、「中小企業」は71.4％で、「大企業」（69.6％）よりも高

くなった。一方で、「小規模企業」は62.2％と全体を8.8ポイント下回り、規模間で格差がみられた。 
 

３. 初任給『20万円未満』は24.8％で、前年度から10.4ポイント減。「25万〜30万円未満」も2ケタへ上昇 

初任給額は、「20万～25万円未満」が62.1％でトップだった。また、初任給が『20万円未満』の割合は前年より10.4

ポイントも低下した。初任給を引き上げる動きが強まっているが、その背景には物価高騰への対応、さらには最低賃金の上昇

にともなう調整があると考えられる。 

物価の上昇が続くなか、初任給の引き上げは新たな人材確保には必要であるが、既存社員の給与とのバランスをとることも

重要であり、人件費の総額を増やす施策も必要となってくるであろう。しかし、原材料費の高騰によるコストアップや物価上

昇にともなう消費の停滞など厳しい経営環境のなかで、特に中小企業が賃上げのための原資を確保することは容易なことでは

ない。実際、本調査の結果では人材確保のために苦渋の選択を迫られ、苦しいながらも賃上げを行った中小企業も多くみられ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

協会けんぽの2025年度の健康保険料率・介護保険料率が決定、公表されました 
 

協会けんぽでは例年3月分（4月納付分）より健康保険料率・介護保険料率の見直しを行っており、2025年度分に

ついても検討が行われていましたが、先日、協会けんぽから決定した旨の公表が行われました。 

 都道府県支部別の料額表も公開されましたので、ご確認をお願いします。 

（料額表のダウンロードはこちらから https://www.kyoukaikenpo.or.jp/g7/cat330/sb3150/r07/r7ryougakuhyou3gatukara/） 
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